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税務訴訟資料 徴収関係判決 平成３１年（令和元年）判決分（順号２０１９－１８） 

東京地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号 不当利得返還請求事件 

国側当事者・国 

令和元年６月２５日棄却・控訴 

 

判     決 

原告          株式会社Ｘ 

同代表者代表取締役   Ａ 

同訴訟代理人弁護士   井上 康一 

被告          国 

同代表者法務大臣    山下 貴司 

同指定代理人      河野 申二郎 

同           須波 敏之 

同           赤羽 洋幸 

同           米窪 康幸 

同           島村 清一朗 

 

主     文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 請求の趣旨 

 被告は、原告に対し、４０９２万４５７８円及びこれに対する平成３０年３月１７日から支払

済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

 本件は、ＬＥＤ照明等の設計開発・製造・販売等を目的とする原告（株式会社Ｘ）が、被告

に対し、東京国税局長が株式会社Ｂ（以下「滞納会社」という。）に対する租税債権の徴収の

ために、原告が株式会社Ｃ銀行（以下「Ｃ銀行」という。）に開設した普通預金口座（以下

「本件預金口座」という。）に係る預金払戻請求権及びこれに対する差押えの日までの利息の

支払請求権（以下「本件預金債権」という。）、並びに、原告が株式会社Ｄ（以下「Ｄ」とい

う。）に対して有していたＬＥＤ照明器具の販売代金債権（以下「本件代金債権」といい、本

件預金債権と併せて「本件各債権」という。）を、それぞれ差し押さえて滞納会社が滞納した

租税債権に充当したことは、本件各債権の帰属についての判断を誤り、本件各債権相当額を法

律上の原因なく取得し、原告に損失を被らせたものであると主張して、不当利得返還請求権に

基づき、本件預金債権３７４８万６１８２円及び本件代金債権３４３万８３９６円の合計４０

９２万４５７８円及びこれに対する訴状送達の日の翌日（平成３０年３月１７日）から支払済

みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金の支払を求める事案である。 
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２ 前提事実（当事者間に争いのない事実並びに掲記証拠及び弁論の全趣旨により容易に認めら

れる事実） 

（１）当事者等 

ア 原告は、その商号を「株式会社Ｘ」とする、平成２８年４月●日に設立された、ＬＥ

Ｄ照明等の設計開発・製造・販売等をその目的とする株式会社である。 

 原告の代表取締役は、設立時から平成３０年１月１５日まではＥ（以下「Ｅ」とい

う。）であり、同日から現在に至るまで、Ｅの配偶者であるＡ（以下「Ａ」という。）で

ある。 

（争いがないほか、甲１の１・２、乙２、弁論の全趣旨） 

イ 滞納会社は、ＬＥＤ照明等のブランドマーケティング、コンサルティング、研究開

発・企画・製造・販売等をその目的とする株式会社であるところ、その商号を「株式会

社Ｆ」として昭和５２年に設立され、その後、平成８年に「Ｇ株式会社」、平成１２年に

「株式会社Ｈ」、平成１３年に「Ｉ株式会社」に商号変更し、平成２６年１０月●日に

「株式会社Ｂ」に商号変更した。 

 Ａは、平成１２年９月１９日から平成２８年８月４日まで、滞納会社の代表取締役で

あった。 

 Ａは、平成２８年８月４日、滞納会社の代表取締役を解任され、同日、Ｊが同社の代

表取締役に就任した。 

 なお、滞納会社は、平成２９年８月●日、株主総会決議により解散した。 

（争いがないほか、甲１０の１・２、乙１の１～６、弁論の全趣旨） 

（２）滞納会社は、課税期間を平成２２年８月１日から平成２３年７月３１日までとする消費税

及び地方消費税の中間分を納期限である平成２３年３月３１日までに完納しなかったため、

麹町税務署長が、同年４月２５日、国税通則法の規定に基づき、滞納会社に対して納付を督

促したものの、滞納会社は、前記期間における消費税及び地方消費税の中間分及び前記督促

後に発生した税金（以下「本件滞納税金」という。）を完納しなかった。 

 本件滞納税金の額は、平成２９年３月１日時点及び同月１４日時点において、いずれも

３４８８万４６０３円及びこれに法定の延滞税を加えた額となっていた。 

（争いがないほか、乙１２、２４、弁論の全趣旨） 

（３）本件預金債権に対する差押処分 

 東京国税局の徴収職員は、平成２９年３月１日、国税徴収法の規定に基づき、本件預金

口座に係る３７４８万６１８２円の払戻請求権及び同日までの利息の支払請求権（本件預

金債権）について、これを滞納会社に帰属するものとして差し押さえ（以下「本件預金債

権差押処分」という。）、同日、第三債務者であるＣ銀行に対し、債権差押通知書を送達し

た。 

 東京国税局長は、平成２９年３月１７日、本件預金債権について、第三債務者であるＣ

銀行から、３７４８万６１９６円を取り立て、同額の配当を受け、これを本件滞納税金に

充当した。 

（争いがないほか、乙１３、１５の１、弁論の全趣旨） 

（４）本件代金債権に対する差押処分 

 東京国税局の徴収職員は、平成２９年３月１４日、国税徴収法の規定に基づき、原告又



3 

は滞納会社がＤに対して有する合計３４３万８７２０円の売買代金支払請求権（本件代金

債権）について、これを滞納会社に帰属するものとして差押え（以下「本件代金債権差押

処分」という。）、同日、第三債務者であるＤに対し、債権差押通知書を送達した。 

 東京国税局長は、平成２９年３月１７日、本件代金債権について、第三債務者であるＤ

から、本件代金債権差押処分によって差し押さえた債権から振込手数料を控除した３４３

万８３９６円を取り立て、同額の配当を受け、これを本件滞納税金に充当した。 

（争いがないほか、乙２６、２７の１、弁論の全趣旨） 

（５）原告は、平成２９年４月５日、国税不服審判所長に対し、本件預金債権差押処分を不服と

して、審査請求をした。 

 国税不服審判所長は、同年５月２４日、前記審査請求を却下する旨の裁決をした。 

（争いがないほか、乙３１、３２、弁論の全趣旨） 

（６）原告は、平成３０年３月５日、本件訴訟を提起し、本件の訴状は、同年３月１６日、被告

に送達された（当裁判所に顕著）。 

３ 主たる争点 

（１）本件預金債権が原告に帰属すると認められるか 

（２）本件代金債権が原告に帰属すると認められるか 

４ 争点に関する当事者の主張 

（１）争点（１）本件預金債権が原告に帰属すると認められるか 

【原告の主張】 

ア 預金債権の帰属に関する判断枠組み 

 預金債権の帰属は、預金の原資の出捐関係、預金開設者、出捐者の預金開設者に対す

る委任内容、預金口座名義、預金通帳及び届出印の保管状況等の諸要素を総合的に勘案

した上で、誰が自己の預金とする意思を有していたかという観点から判断するべきであ

る。 

イ 上記判断枠組みに対するあてはめ 

 本件において、預金原資の出捐者は原告であり、預金の開設も原告代表取締役である

Ｅが行ったものであり、その口座名義についても原告であり、本件預金口座に係る預金

通帳及び届出印は原告代表者Ｅが自らの事務机の引き出しに鍵を掛けて保管していたも

のである。 

 また、上記考慮要素に含まれていない、入出金の状況については、これを考慮するべ

きではない。 

 仮に、入出金の状況を考慮するとしても、本件預金口座において入出金が行われるに

至った各契約は、いずれも原告と各取引先との間で締結されているものであって、滞納

会社が締結した契約ではない。このことは、Ａ及びＥが、遅くとも平成２８年１１月８

日以降、各取引先との取引を、原告を当事者として行う認識の下で経理処理を行い、所

得計算をした上で法人税の申告をしていたことからも明らかである。 

 そうすると、いずれの考慮要素に照らしても、本件預金債権の帰属は、原告にあると

いうべきである。 

【被告の主張】 

ア 預金債権の帰属に関する判断枠組みは、前記【原告の主張】ア記載のとおりであるが、



4 

預金開設後の入出金等の状況についても、預金通帳や届出印の保管状況と相まって、誰

が預金口座を利用していたかという観点から預金者が誰であるかの認定における間接事

実となるものである。 

イ 上記判断枠組みに対するあてはめ 

 本件預金口座において、預金開設者は口座開設当時の原告代表取締役であったＥであ

り、預金口座名義も原告である。 

 しかしながら、本件預金口座は、現金１０００円の預入れから取引が開始されている

ところ、その出捐者は明らかではないし、その金額からしても、預金口座開設のために

便宜上預け入れられた金員に過ぎない。Ｅは滞納会社の代表取締役であったＡの配偶者

であり、本件預金口座に係る預金通帳は、滞納会社の本店所在地に所在する事務所（以

下「本件事務所」という。）内の事務机の引き出しの中に、滞納会社名義の預金通帳と共

に保管されていた。さらに、本件預金口座の入出金状況をみると、原告設立前から行わ

れていた滞納会社と各取引先の取引に関するもので占められており、滞納会社が、自社

の取引先等に、滞納会社の事業に係る代金債権等を本件預金口座に振り込ませていたも

のである。 

 そうすると、本件預金口座は、滞納会社が自己の預金とする意思を有して管理・利用

していたことは明らかであり、滞納会社に帰属するものというべきである。 

（２）争点（２）本件代金債権が原告に帰属すると認められるか 

【原告の主張】 

 取引の主体が誰であるかは、特段の事情のない限り、当該取引行為の関与当事者の合理

的な意思解釈によって行うべきである。 

 すなわち、本件代金債権は、平成２９年１月に締結された売買契約（以下「本件売買契

約」という。）に基づく代金債権であるところ、滞納会社は平成２８年７月２５日以降、そ

の事業をほぼ停止していた上、Ａが本件売買取引を原告のために行っていたことは、取引

の相手方であるＤの取引窓口担当者であるＫ氏、Ｌ氏も承知していたから、本件売買契約

に関与した双方当事者の合理的意思としては、同契約の当事者は原告であり、滞納会社で

はない。 

【被告の主張】 

 契約とは、二者以上による相対立する意思表示の合致であるから、契約当事者は、一定

の法律効果の発生・帰属を意欲して意思表示を行った行為者本人であるというべきである。 

 これを本件についてみると、Ｄは、遅くとも平成２７年８月から、滞納会社との間で反

復継続してＬＥＤ照明製品の売買取引を行っていたところ、原告が設立される平成２８年

４月●日までの取引が滞納会社との間で行われていることは明らかである。 

 そして、同日以降の取引についても、Ｄの担当者において、上記取引の相手方が変更さ

れたという認識はなく、原告又は滞納会社がＤに対して上記取引の当事者が原告に変更さ

れた旨を表明したといえる事実もない。他に、上記取引の主体が滞納会社から原告に変更

されたことを示す事情もないから、本件売買契約の契約当事者は、Ｄ及び滞納会社であり、

原告ではないというべきである。 

 したがって、本件代金債権は、滞納会社に帰属する。 

第３ 争点に対する判断 
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１ 争点（２）（本件代金債権の帰属）から判断するのが便宜であるので、争点（２）について

先に判断する。 

（１）前記前提事実のほか、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。 

ア Ｄとの継続的な売買取引 

 滞納会社は、遅くとも平成２７年８月頃から、Ｄとの間で、反復継続してＬＥＤ照明

製品である「Ｍ」及び「Ｎ」の売買取引を行っていた。 

 Ｄの担当者は、上記の一連の売買取引に際して、Ａ、Ｏ、Ｐ及びＱから、各人の名刺

を受け取った。これらの各名刺には、滞納会社の商号である「株式会社Ｂ」が記載され、

その上部に、「Ｘ」と片仮名でふりがなが記載され、滞納会社の本店所在地にある本件事

務所の住所が記載されていた。 

 Ｄの担当者は、上記一連の取引において、主にＡと交渉を行っていた。 

（乙２５の１） 

イ 本件代金債権に係る本件売買契約 

 Ｄは、上記一連の取引の一環として、平成２９年１月に、ＬＥＤ照明製品である

「Ｍ」及び「Ｎ」合計２００本を代金３４３万８７２０円で購入した。（売主が滞納会社

か原告かについては争いがある。） 

 Ｄは、上記売買代金の支払期限は同年２月２８日であったが、振込口座を変更するた

め支払を保留して欲しい旨の連絡を受けて支払を保留していたところ、同年３月６日に、

「Ｘ Ｒ」から、Ｄの社員に宛てた電子メールに添付して振込先変更依頼書が送信され

てきたため、同社内のＳ（以下「Ｓ」という。）を介して、同月１７日に変更後の振込先

に振り込んで支払う予定となった。 

 なお、上記電子メールには、送信者である「Ｘ Ｒ」の下に、滞納会社のＵＲＬ、本

店所在地及び電話番号が記載されている。また、上記振込先変更依頼書は、原告名義で

作成されているが、その住所として、滞納会社の本店所在地が記載されており、滞納会

社名義で作成された平成２８年７月付けの振込先変更依頼書と同一の書式によるもので

ある。 

（乙２５の１） 

ウ 上記アの一連の売買取引において、Ｄに宛てた請求書のうち、平成２７年８月３１日

を支払期限とするものについては、請求者として「東京都品川区Ｔ 株式会社Ｂ ＴＥ

Ｌ●●●●（代）」と記載された上、「株式会社Ｂ」の角印が押印されている。同年９月

３０日、同年１０月３０日、平成２８年２月２９日、同年３月３１日及び同年４月２８

日を支払期限とする各請求書も同様である。 

 一方、平成２８年７月２０日付け、同月２１日付け、同月２２日付け、同月２５日付

け及び同月２６日付けの請求書は、請求者として「東京都品川区Ｔ 株式会社Ｘ」と記

載された上、「株式会社Ｘ」の角印が押印されている。 

 なお、平成２９年１月２４日付、同月２５日付け及び同月２６日付けの本件代金債権

に係る請求書は、請求者として「東京都品川区Ｕ 株式会社Ｘ」と記載された上、「株式

会社Ｘ」の角印が押印されている。 

 これらの請求書の文言、レイアウト及び書式は、取引の全期間を通じて、ほぼ同一で

ある。 
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（乙２５の１） 

エ 前記イ記載のとおり、滞納会社は、平成２８年７月、Ｄに対して、振込先変更依頼書

を送付し、株式会社Ｖ銀行の「口座ヨミカナ カ）Ｘ」から、Ｃ銀行の「口座ヨミカナ

 カ）Ｘ」（本件預金口座）に振込先の変更を求めた。 

 上記依頼書には、売買取引の相手方が滞納会社から原告に変更になる旨の記載はなく、

口座名義人についても、変更のないヨミカナのみを記載しており、変更後の振込先（本

件預金口座）の口座名義人である原告が、滞納会社と別会社であることがわかるような

記載にはなっていない。 

（乙２５の１） 

オ ＤのＷ部部長であるａ（以下「ａ部長」という。）は、平成２９年３月１５日、東京国

税局の徴収職員に対し、同社は当初から株式会社Ｂ（滞納会社）と取引をしており、片

仮名の株式会社Ｘ（原告）は知らないこと、株式会社Ｂ（滞納会社）と株式会社Ｘ（原

告）が別会社であるという認識がなく、請求書の作成名義が株式会社Ｘ（原告）となっ

ていることについても、特に意識はしていなかったことを述べた。 

 なお、この事情聴取は、Ｄのｂ支店で行われ、ａ部長のほか、Ｓ部部長及びｄ課長も

同席した。 

（乙２５の１・２） 

カ Ｄは、平成２９年３月２１日、債権者をｅ株式会社、債務者を原告とする債権仮差押

命令申立事件（当庁平成●●年（○○）第●●号）に関して、東京地方裁判所に対し、

第三債務者の陳述として、当該仮差押えに係る債権は存在しない旨を回答した。 

 なお、上記仮差押決定に記載された債務者である原告の住所は、滞納会社の本店所在

地とは異なる目黒区の住所（原告の本店所在地）である。 

（乙２８の１、２） 

（２）前記認定事実によれば、Ｄは、遅くとも平成２７年８月頃から滞納会社と反復継続してＬ

ＥＤ照明製品の売買取引を行っていたことが認められ、本件売買契約も、上記取引の一環と

して行われたものであることが認められる。 

 この点、原告は、平成２８年７月頃からは、事業を停止していた滞納会社に代わり、原

告がＤとＬＥＤ照明製品の売買取引を行うようになり、そのことはＤの取引窓口担当者で

あるＫ氏及びＬ氏も了解していた旨を主張し、それに沿う内容のＡの陳述書（甲１４）を

提出する。 

 しかしながら、Ｄの取引窓口担当者が取引の相手方の変更について了知していたことを

認めるに足りる的確な証拠はない。仮に、取引窓口担当者が取引の相手方が別の法人に変

更されることを認識したのであれば、売買取引に関わる部署に報告するのが通常であり、

Ｓ部ですらその変更を把握していないということは想定し難いというべきである。前記認

定事実によれば、東京国税局の徴収職員がａ部長に事情聴取をした際には、Ｓ部部長が同

席していたにもかかわらず、Ｄ側では、一貫して株式会社Ｂ（滞納会社）と取引をしてい

たという認識を述べていることが認められる。これらの事実に照らせば、Ｄの取引窓口担

当者であるＫ氏及びＬ氏が取引の相手方の変更を了解していた旨の原告の陳述は信用でき

ない。 

（３）また、前記認定事実によれば、平成２８年７月以降、原告名義で作成された請求書がＤに
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届くようになったことが認められる。 

 しかしながら、滞納会社と原告は、その読み方が同一で、アルファベットで表記するか、

片仮名で表記するかの違いしかなく、住所も一貫して滞納会社の本店所在地が記載されて

いたこと、請求書の体裁もずっと同一であったこと、取引対象の製品も変わりがないこと、

平成２９年３月に「Ｘ Ｒ」から送られた電子メールにおいても滞納会社のＵＲＬ、本店

所在地及び電話番号が記載されていること、振込先口座変更依頼書についても滞納会社が

作成したものと、原告が作成したものが同一の書式によっており、滞納会社が作成した本

件預金口座への変更依頼書においても、変更の前後を通じて、変わっていない口座名のヨ

ミカナ「カ）Ｘ」のみを記載して通知されており、取引主体の変更について何も触れてい

ないこと、以上の事実によれば、Ｄにおいて、取引の相手方が滞納会社から原告に変更さ

れたことについて認識するのは困難であって、この点について、同旨を述べるＤのａ部長

の陳述は十分信用できる。 

 また、Ｄは、平成２９年３月の時点において、債務者を原告とする債権仮差押命令申立

事件に関して、顧問弁護士とも相談の上、東京地方裁判所に対し、第三債務者として、当

該仮差押えに係る債権は存在しない旨を陳述していることからすると、Ｄ社内においては、

あくまで取引の相手方は滞納会社であって、原告ではないという認識を有しているものと

認めることができる。 

（４）原告は、平成２８年５月頃からｆ株式会社（以下「ｆ」という。）が滞納会社の経営権を

奪取し、Ａが滞納会社の経営から放逐されたため、Ａにおいて、自らの開発したＬＥＤ照明

製品である「Ｘ」のブランドの信用を守るため、原告を設立した上で、原告のために売買取

引を行った旨主張し、同旨を述べる陳述書（甲１４）を提出する。 

 確かに、Ａは平成２８年８月４日に滞納会社の取締役を解任されているものの（甲１０

の１）、同人の陳述によれば、ｆが滞納会社の経営を放棄したため、滞納会社の事務所の賃

料を自ら支払いつつ同事務所を利用して事業を継続したり、Ａの個人資金を用いて滞納会

社の手形を決済して不渡りを防止したりした旨を述べている。 

Ａのこれらの行為は、滞納会社ではなく原告において取引を行うこととなった旨を述べ

る前記陳述と整合的とはいい難い。 

 その上、後記２（２）オ（オ）記載のとおり、有限会社ｈ商会は、「（株）Ｂ」（滞納会

社）に対して売買契約を申し込んでいるにも関わらず、Ａは原告と滞納会社の相違につい

て全く説明することなく、滞納会社の担当者として有限会社ｈとの取引を行っている事実

が認められる（乙４５）。 

 以上によれば、平成２８年７月以降は原告のために売買取引を行っていた旨のＡの陳述

は、にわかに信用することができない。 

（５）以上によれば、前記（１）アの売買取引は、その全期間を通じて、滞納会社とＤとの間で

行われたものというべきであるから、前記（１）イの本件売買契約についても、滞納会社と

Ｄとの間で締結されたものと認められる。 

 したがって、本件売買契約が、原告とＤとの間で締結されたことを前提として、本件代

金債権が原告に帰属するという原告の主張には理由がない。 

２ 争点（１）（本件預金債権の帰属）について 

（１）預金債権の帰属は、預金の原資の出捐関係、預金開設者、出捐者の預金開設者に対する委
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任内容、預金口座名義、預金通帳及び届出印の保管状況等の諸要素を総合的に勘案した上で、

誰が自己の預金とする意思を有していたかという観点から判断するべきである。 

（２）前記前提事実のほか、後掲各証拠及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる 

ア 預金の原資の出捐関係 

 本件預金口座は、平成２８年７月２５日、現金による１０００円の預入れから取引が

開始された（乙４０）。 

イ 預金開設者 

 本件預金口座の開設者は、当時の原告の代表取締役であったＥである。 

 Ｅは、当時、Ａの配偶者であり、同人の被扶養者であった。 

（乙４０、４８） 

ウ 預金口座名義 

 本件預金口座の名義は、原告の商号である「株式会社Ｘ」である（争いがない）。 

エ 預金通帳の保管状況 

 東京国税局の徴収職員は、平成２９年３月１日、滞納会社の本店所在地である東京都

品川区Ｕに所在する建物内の滞納会社事務所（本件事務所）を訪れ、捜索を行った。 

 Ａは、本件事務所の捜索が行われている際、本件事務所において、本件事務所内の事

務スペースの開錠には応じたが、事務スペース内の事務机の引き出し（以下「本件引き

出し」という。）の開錠には応じなかった。 

 同徴収職員は、国税徴収法の規定に基づき、本件引き出しを開錠して、本件引き出し

内部の捜索を行ったところ、本件引き出しの内部から、滞納会社の通帳、滞納会社の印

章とともに、本件預金口座の通帳を発見した。 

（乙１１） 

オ 本件預金口座の入出金の状況 

（ア）ｉ株式会社 

 ｉ株式会社は、平成２９年２月１０日、本件預金口座から１１５万９１３６円の振込

を受けた。 

 同社担当者は、東京国税局の徴収職員に対し、同社が原告の設立以前である平成２６

年頃から「株式会社Ｂ」（滞納会社）との取引を行っているが、平成２９年になってか

ら、滞納会社の商号が株式会社Ｂから株式会社Ｘに変更になった旨を聞き、発注書の作

成名義が「株式会社Ｘ」に変更されたことから、滞納会社の取締役であったＯにその理

由を尋ねたところ、アルファベット表記だと読めない人が多いので表記を変更した旨の

説明を受けた、ｉ株式会社としては、商号変更の前後を問わず、滞納会社と取引を行っ

ている認識である旨を述べた。 

（乙４０、４１） 

（イ）ｊ株式会社 

ｊ株式会社は、平成２８年１０月２４日及び平成２９年２月１３日、本件預金口座か

ら合計１０７万８２７２円の振込を受けた。 

 同社担当者は、東京国税局の徴収職員に対し、同社は原告の設立以前である平成２４

年頃から滞納会社との取引を行っているが、平成２９年頃、発注書の作成名義が「株式

会社Ｂ」から「株式会社Ｘ」に変更されたことから、その理由を尋ねたところ、アルフ
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ァベット表記だと読めない人が多いので書類上の表記を片仮名にした旨の説明を受けた、

ｊ株式会社としては、片仮名の株式会社Ｘ（原告）という会社は知らず、単に書類上の

表記が片仮名に変更されただけであって、引き続き滞納会社との取引を行っている認識

である旨を述べた。 

（乙４０、４２） 

（ウ）ｅ株式会社 

 ｅ株式会社は、平成２８年１１月３０日から平成２９年２月１７日にかけて、合計３

回、本件預金口座から合計４９１３万９４６０円の振込を受け、他方、平成２８年１１

月１０日及び同年１２月６日、本件預金口座に合計９２８５万８７５１円を入金した。 

 同社は、原告の設立以前である平成２７年５月１３日に滞納会社との間で売掛債権譲

渡基本契約を締結し、同契約に基づいて反復継続して滞納会社が有する売掛代金債権を

買い取るファクタリング取引を行っていた。 

 なお、ｅ株式会社と原告との間で、前記の売掛債権譲渡基本契約に類する基本契約が

締結されたことを認めるに足りる証拠はない。 

（乙４０、４３、弁論の全趣旨） 

（エ）ｍ株式会社 

 ｍ株式会社は、平成２８年８月２５日から平成２９年２月２４日にかけて、合計８回、

本件預金口座に８４６万３４０８円を入金した。 

 同社は、原告の設立以前である平成２８年１月２８日から滞納会社との間でＬＥＤ照

明製品に係る取引基本契約を締結し、同契約に基づいて反復継続して滞納会社からＬＥ

Ｄ照明製品を購入していた。 

 上記の取引基本契約に基づく請求書は、前記１（１）ウにおけるＤと同様に、当初は

「株式会社Ｂ」名義で作成されていたところ、平成２８年頃から「株式会社Ｘ」名義に

変更されており、代金の振込先口座の変更についても、口座ヨミカナは記載されている

ものの、口座名義人が変更されたことを認識し得ない文面により変更を依頼する文書が

送付されている。 

 ｍ株式会社の担当者ｎは、債務者を原告とする債権仮差押命令申立事件に関して、第

三債務者として、平成２９年３月２７日、原告に対して６万７３７０円の売掛代金債権

を有する旨を東京地方裁判所に対して陳述している。同社の代表取締役ｇは、同陳述に

ついて、平成２９年３月３日に、アルファベットの株式会社Ｂ（滞納会社）と片仮名の

株式会社Ｘ（原告）が別の会社であることを知ったことから、遡って、振込先の変更が

あった時点で滞納会社との取引は原告との取引に変更されたものと整理し、原告に対す

る売掛代金債権が存するように陳述した旨を述べた。 

（乙４０、４４、６８、弁論の全趣旨） 

（オ）有限会社ｈ 

 有限会社ｈは、平成２９年３月１日、本件預金口座に４２万９８４０円を入金した。 

 同社の取締役は、東京国税局の徴収職員に対し、秋田県の入札で滞納会社製のＬＥＤ

照明の調達案件に参加するため、インターネットで滞納会社を検索し、滞納会社のホー

ムページに記載されていた連絡先に連絡し、滞納会社の代表者であるＡと交渉の上、滞

納会社からＬＥＤ照明製品を購入した、滞納会社の製品が指定されていたのであるから、
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取引相手も滞納会社であるという認識であり、株式会社Ｘ（原告）という会社は知らな

い旨を述べた。 

 有限会社ｈの取締役は、発注に際し、秋田県の電子入札システムから出力した「商品

名 ｒ」「メーカー名（株）Ｂ」「品番 ｔ」と記載された文書を滞納会社に対してＦＡ

Ｘ送信した。 

（乙４０、４５、弁論の全趣旨） 

（カ）Ⓐ株式会社 

 Ⓐ株式会社は、平成２８年８月１６日から平成２９年２月２４日にかけて、合計６回、

本件預金口座に合計３８８０万１９１６円を入金した。 

 同社の代表取締役は、東京国税局の徴収職員に対し、滞納会社とは遅くとも平成２７

年から取引があること、ＬＥＤ照明を購入して２５００万円余りを滞納会社に支払った

が、東京国税局からの照会を受けたことで、納品されるか不安に思って平成２９年３月

３日にＡに問い合わせたところ、Ａから原告と滞納会社が別の法人であることを聞かさ

れたこと、これまでの取引においてはＡと交渉を行っていたことから、取引の相手方は

Ａが経営する滞納会社であると認識していること等を述べた。 

 また、Ⓐ株式会社は、被告を相手方として提起した別訴の準備書面において、Ⓐ株式

会社が取引を行っていたのは滞納会社であり、原告の存在は知らず、同社と取引を行っ

たことはない旨を主張している。 

（乙４０、４６、６９、弁論の全趣旨） 

（キ）本件預金口座への入金が行われている相手方のうち、２３社については、滞納会社

との間でＬＥＤ照明器具等に関する取引があった（乙４７）。 

カ その他の事情 

（ア）原告の登記上の本店所在地は、東京都目黒区●●であるが、同所に原告並びにＡ及

びＥ等の原告の関係者は入居していなかった（弁論の全趣旨）。 

（イ）東京国税局の徴収職員が本件事務所を捜索した際、原告が契約名義人となっていた

契約書は発見されていない（乙５、１１、弁論の全趣旨）。 

（３）前記認定事実によれば、本件預金口座について、預金口座の開設が原告の当時の代表取締

役であったＥにおいて行われたこと、その原資はＥの貸付金により賄われたことは認められ

る。しかしながら、ＥはＡの配偶者であり、Ａの意向を反映した行動をとり得る関係にある

上、上記の出捐は１０００円を本件預金口座に振り込んだというに過ぎない。一方、本件預

金口座に係る預金通帳は、滞納会社の事務所の中の事務机の引き出しに、滞納会社の通帳と

併せて保管されていたのであるから、上記預金通帳は、滞納会社において管理されていたも

のというべきである。 

 さらに、本件預金口座は、従前から、主として滞納会社と取引先との間で行われていた

取引に基づく金銭の入出金のために用いられていたことを認めることができる。 

 原告は、振込先口座の変更に伴って、契約の相手方についても滞納会社から原告に変更

された旨主張するけれども、滞納会社が取引先に対して、本件預金口座に振込先口座の変

更を依頼するに際しても、口座名義人が変更されたことは記載せず、敢えて口座ヨミカナ

のみを片仮名で記載していることや、アルファベット表記を片仮名表記に変更した理由に

ついて問われた際に、アルファベットでは読めない場合があるからと回答するなど、原告
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と滞納会社が別の法人であることについて説明を避け、暖昧にしていることに照らせば、

取引先において契約当事者の変更を覚知することは不可能であり、かつ、Ａが平成２８年

以降も滞納会社のために取引を行っていたと認められることは前記１（５）のとおりであ

る。 

 以上に加えて、本件預金口座の開設者が滞納会社の代表取締役を務めていたＡの配偶者

であるＥであること、本件預金口座の名義が、読み方が滞納会社と同じ「株式会社Ｘ」で

あること、本件預金口座の預金通帳が滞納会社の通帳と共に、滞納会社の事務所内の施錠

された引き出しの中から発見されたことなどを併せ考えれば、本件預金口座は、滞納会社

が自己の預金とする意思を有していたと認めるのが相当である。 

（４）したがって、本件預金債権が原告に帰属するという原告の主張には理由がない。 

第４ 結論 

 以上によれば、本件各債権について、いずれも原告に帰属するということはできないから、

これらを差し押さえて本件滞納税金に充当したことについて、原告に損失があると認めること

はできない。 

 原告の請求はいずれも理由がないから棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

東京地方裁判所民事第２６部 

裁判長裁判官 男澤 聡子 

裁判官 奥山 直毅 

裁判官瀨沼美貴は、転補につき、署名押印することができない。 

裁判長裁判官 男澤 聡子 
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